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TheheavyrainwhichsweptovertheNagasakidistrictson23July1982,killed299personsanddamag-

edsoseriouslytoNagasakiCity.Voluntaryorganizationsfordisasterpreventionwereformedtopromote

andmakesureofevacuationofinhabitantsbyleadershipofNagasakiCity.Thesesysteinsareratedhigh

whenGreatHanshinEarthquake.Inthepresentpaper,presentsituationsandproblemsofcommunity

fordisasterpreventionareinvestigatedbyquestionnairefortherepresentativeofthetownassociationsin

NagasakiCity.

1.まえがき

長崎県下では数多くの風水害に見舞われており,昭

和57年の長崎大水害では甚大な被害を被った｡そこで,

平成 4年に実施したアンケー ト調査1)では,長崎市

の自主防災組織のみを対象としたもので,その調査目

的は,長崎大水害から10年が経過 した後の自主防災組

織の現状と課題を明らかにするとともに,市民の防災

に対する意識がどのように変わったかを調査するため

のものであった｡現在に至るまでの長崎市の自主防災

組織づくりの根底には,風水害に対応するためのもの

があった｡しかし,ここ最近では大きな災害に見舞わ

れることもなく,防災工事は着々と進み,市民の防災

に対する意識の風化が懸念されていた｡そんな折に,

阪神 ･淡路大震災を契機に自主防災活動の重要性がわ

かり,風水害だけでなく,地震災害にも活動できる自

主防災組織が必要であることがわかった｡

そこで,本研究では長崎市の全自治会長を対象とし

たアンケー ト調査を行い,自治会の現状や課題を明ら

かにするとともに,現時点での自主防災組織に対する

認識を把握 し,地震防災計画策定のための基礎資料づ

くりを目的としたものである｡

2.アンケー ト調査の概要

平成 7年10月に長崎市の自治会長を対象とした ｢長

崎市全域における防災の現状と課題に関する自治会ア

ンケー ト調査｣を実施 した｡長崎市には,766の自治

会があり,平成 7年11月現在で286の自主防災組織が

結成されている｡

アンケー ト調査の対象者数766人に郵送し,504人か

らの回答があった｡回収率にして65.8%の回答を得た｡

自主防災組織の有無による回収率やアンケー ト調査の

項目内容は蓑-1,2に示す｡
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表-1 アンケー ト調査の回収結果

組織別分け 対象数(人)回収数(人)回頻率(%)

自主防災組織あり 286 172 60.1

自主防災組織なし _480 33? 69.2-

表-2 アンケー ト調査の質問事項と設問数

質 問 項 目 設 問 数

A.自治会の状況について 10

B.自治会の災害環境について 4

C.自主防災組織について 6

D.地震の震度と被害の想定について 6

E.自治会長自身の地震対策について -5-.

表-1において ｢自主防災組織なし｣には ｢自主防

災組織はないが,防火グラブなどの類似の防災クラブ

はある｣と答えた回答者の数を含めて集計を行ってい

る｡

3.アンケー ト調査の分析

3.1 自治会の状況

長崎市の各自治会の現状を把握するために,世帯数

や住宅形成の時期や自治会の位置などの基礎的な質問

と現在,自治会が抱えている課題について質問を行っ

た ｡

自治会の世帯数については,図-1のように100世

帯以下で構成されているのが,183件と最も多 く,吹

に100世帯から200世帯が153件と続き,世帯数が多 く

なるにつれ,その数が減少している｡中には,1,000

世帯を超える自治会もあり,自治会を構成する世帯数
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にかなりばらつきがある｡

自治会内の住宅形成時期に関しては,古くからの集

港 (戦前)と新興住宅地がそれぞれ半数を占め (図-

2),続いて自治会の位置について聞いたところ,斜

面地49.3%と最も多く,続いて平地24.3%,山間部と

なる｡山に囲まれ傾斜地が多 く,平地に乏しい長崎の

地形的特性が背景にある結果である｡

｢あなたの自治会では,どのような活動が行われて

いますか｣と聞いたところ,清掃93.4%とほとんどの

自治会で行われている反面,スポーツ大会や盆踊りと

いった地域コミュニティを深めるのに適した行事は40

%を下回り,避難訓練に対しては,10%にも満たって

いない (図-3)｡ここでは,｢その他｣の回答が多か

ったために,｢その他｣の中でさらに項目別に分け,

義-3にまとめた｡この表から,敬老会や老人中心の

旅行や民謡などの高齢者を対象とした行事が行われて

いることがわかる｡

自治会住民の自治会行事への参加状況については,

｢なかなか参加しない｣と答える自治会は10%を少々

超えるぐらいである｡総合的に｢参加する｣を見ると80

%強を占めるが,図-4にあるように ｢呼びかければ

参加する｣という自治会が半数近 くを占めていること

から,積極性に欠けているのがわかる｡また,近隣の

町内会との合同行事でも30%程度しか実施されていな

い｡近隣の仲を深め合うために,スポーツ大会などの

レクリエーションを多く取り入れることも有効な手段

の 1つとして考えられる.

自治会の課題に関して聞いたところ,｢高齢化が進

んで,自治会活動を行いにくいこと｣61.9%が1番多

く,2番目に ｢若い人が自治会活動に関心を示さない

こと｣56.5%と続き,この2つが他の項目と比較して

圧倒的に多いことが表-4よりわかる｡高齢化が進み,

自治会活動に参加する人材が少なくなる中で,若い人

が関心を示さない という地域が多いようである｡
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図-1 自治会内の世帯数
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N-485人 (%)

団 古 くか らの集 落 243 50.1

m 新興住宅地 228 47.0

[コ 不明 14 2.9

図-2 住宅形成の時期

義-3｢その他｣の項目別分け

N-140人 (複数回答)

項 目 人 数 (人)

1.敬老会 37

2.祭り 27

3.旅行 18

4.民踊 15

5.レクリエ∵シヨソ 15

6.精霊流 し 9

7.防犯パ トロール 9

8.資源物回収活動 8

9~.説明会 8

10.公民館活動 6

ll.カラオケ 6

12.ない ･5

13.その他 46

清掃

スポーツ大会

盆踊り

見学会
避難訓練

お茶､花などのけいこごと
その他
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図-3 自 治 会 活 動

N-488人 (%)

■ 積極的に参加す る 52 10.7

団 かな り参加す る 138 28.3

m 呼びかければ参加する 233 47.7

ロ なかなか参加 しない 65 13.3

図-4 自治会住民の自治会行事への参加状況

義-4 自 治 会 の 課 題

N-480人 (複数回答)

項 目 人数 (人) (%).

1.高齢化が進んで,自治会で活動できる人材が少ないこと 297 61.9

2.若い人が自治会活動に関心を示さないこと 271 56.5

3.一人暮らしの世帯が増大したこと 137 28.5

4.防 .近所のつきあいが減ったこと 119 24.早

5.消防車や救急車の出入 りができる道路がないこと 85 17-..7

6.ワγル⊥ムマンションが増えてきたこと 83 17.-3

7.空き家が増えたこと 51 10.6p.

8~-.過疎化で世帯数が減少 し,自治会活動を行いにくいこと 47 p9.6

9.世帯数が多すぎて,自治会活動を行いにくいこと 46 -9■.6.

10.住宅地やマンションが新築されて世帯数が増えたこと 40 8.3.
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魅力的な行事を行い,若い人を引きつけることなどが

重要であり,この問題をどのように解決していくかが

今後の大きな課題であると言える｡また,｢一人暮ら

しの世帯が増大したこと｣や ｢隣,近所のつきあいが

減ったこと｣などの課題も挙げられている｡40%近 く

の自治会で1つの課題が選ばれているが,中には6-

8個の課題を選んでいる自治会もあり,深刻化 してい

る地域が見受けられる｡

この他に ｢その他｣の回答として,`̀マンションや

アパー トの住人が自治会活動に無関心,あるいは自治

会に加入しない''や `̀役員のなり手がいない"や "自

治会活動ができる公民館などの集合場所がない''など

の課題が多かった｡しかし,`̀特に課題がない"と答

える自治会も11あり,今の現状に満足している自治会

も見受けられた｡

3.2 自治会内の災害環境

｢過去に災害による被害を受けたことがあります

か｣という質問に対し,約70%の自治会が被害を受け

たと答えている (図-5)0

災害の内容は ｢台風による風害｣,｢豪雨による土砂

災害 (土砂崩れ 土石流,斜面崩壊)｣,｢豪雨による

河川氾濫｣などが挙げらており,どのような被害が生

じたかについては表-5にあるように,｢家産が全半

壊した｣が最も多く,死者やけが人がでた人的被害を

受けた自治会もある｡

表-5では,さらに ｢その他｣に該当する回答が多

かったため,｢その他｣の中でさらに表-6のように

項目別に分けた｡台風19号による被害が多いせいか屋

根瓦に損害がでたと答えた自治会が最も多く,また豪

雨による河川氾濫の災害も多いため,床上や床下浸水

の被害を受けた自治会も多数ある｡

自治会の地域が災害に対して安全か危険かという質

問に対し,図-6のような結果が得られた｡実際に災

N-500人 (%)

3.0% 国 ある 357 71.4

皿 ない 128 25.6

[コ わからない 15 3.0

図-5 災害による被害を受けましたか

表-5 どのような被害が生じましたか

N-310人(複数回答)

項 目 人数(人) (%)

1.家星が全半壊した 145 1 46.8

2.死者がでた _45 14.~5

3.田畑が埋没した 4台 13.5

表-6 ｢その他｣の項目別分け

N-150人(複数回答)

項 目 人 数(人)

1.屋根瓦損害 61

2.床上.床下浸水 53

3.窓ガラス.雨戸損害 19

4.斜面崩壊 16

5.石垣.堀倒壊 9

6.道路破損 4

7.木倒壊 4

8.ない/ 2

9.その他 18

害が起こり被害を受けた自治会が310あったので,過

去に災害を受けた約半数の自治会が,現在では災害に

対し ｢安全｣,｢ある程度安全｣,｢安全とも危険とも云

えない｣に答えている｡

この理由には,今日に至るまでに危険個所の整備が

完了したことによる過信や災害に対する意識の風化が

考えられる｡また,どんな災害に対して危険もしくは

ある程度危険かと聞いたところ,義-7の結果が得ら

れた｡｢台風による風害｣,｢豪雨による土砂災害｣が

それぞれ約半数を占め,やはり風水害に対し警戒して

おり,過去の経験が反映されている｡この他にも地震

による建物や斜面の崩壊などによる被害を約40%の自

治会が選んでおり,地震災害に対しても若干ではある

が,意識しているようである｡

次に,安全のための施設の設置状況については,避

難所 (56.9%)が最も多いが,｢特にない｣と答えて

いる自治会も30%程度あり,これらの地域は風水害に

対して安全な地域とみられる (図-7)0

また,｢防災行政無線,拡声器 (同報無線)｣,｢防災

行政無線 (戸別受信機)｣を設置しているところは,

両方合わせても30%を超える程度である｡防災無線な

どが設置されている地域は,主として昭和57年の長崎

大水害被災地と考えられる｡長崎市で大きな災害が発
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義- 7 危 険 と 思 わ れ る 災 害

N-147人 (複数回答)

項 目 人数 (人) (%)

1.台風による風害 90 61.2

2.豪雨による土砂災害 (土砂崩れ 土石流,斜面崩壊) 78 53.1

3.地震による建物や斜面崩壊などの被害 64 43.5

4.豪雨による河川氾濫 43 29.3

5_.台風による河川氾濫,土砂災害 (土砂崩れ 土石流,斜面崩壊) 32 21.8

6.地震による火災 27 18.4

7.地震による津波 8 5.4

8.高潮 3 2.0

N --477Jl
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図-6 自治会の地域の災害に対する安全性

N- 476人 (複数回答)

避難所

特にない

防災行政無線､拡声器 (同報無線)

消防団詰所

防災行政無線 (戸別受信機)

砂防ダム

土石流予警報装置

その他

I

i l ll l
0 10 20 30 40 50 60

(%)

図-7 防災施設の設置状況
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生 した場合,地理的条件から道路が寸断されたり

して孤立する地区も考えられるので,防災行政無

級,特に戸別受信機の設置などは,今後有効な手

段になってくると思われる｡

3.3 自主防災組織の活動

自主防災組織の結成率は図-8の通 りで,自主

防災組織があるのは34.1%で,自主防災組織がな

いのは (防火クラブはあるが自主防災組織はない

と答えた回答数も含める) 65.9%である｡

平成 4年に実施したアンケー ト調査の時は,長

崎市で263の自主防災組織が結成されていた｡約

3年間で23の自主防災組織が新たに結成されたこ

とになる｡そのうち平成 7年 7月から11月の 5ヶ

月間で10組織が結成されており,この結成の動機

には,阪神 ･淡路大震災による影響が強いものと

考えられる｡

自主防災組織を結成 した動機には,市役所によ

る勧めが60%以上を占め,自治会に積極的な人が

いたので結成されたと答えた自治会は20%程であ

った｡図-9から,自ら積極的に組織を編成 した

というのは少なく,市役所による勧めやすでに類

似の組.織があったことなどによる影響が強い｡自

治会内に孤立危険地区が存在するので結成された

と答えたのが最も少ない｡

また自主防災組織がない理由について聞いたと

ころ (図-10),地域の住民の参加が期待できない

からとか,必要性は認めているがリーダーがいな

いからといった理由が挙げられている｡組織を結

成することには賛成 しているが,防災対策に対す

る人任せの点や積極性に欠けている点が察知でき
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N-504人 (%)

市役所の勧めがあった

自治会に横棒的な人がいた

すでに類似の組鋤 くあった

近隣の自治会に自主防災組勧 く結成

れていたので

長崎水害の時､近隣の組続の活動

身事故を未然に防いだので

地域住民からの要請があった

因 ある

Ⅲ] ない

⊂コ 自主防災組織 はないが､
防災 クラブな どの類似

172 34.1

297 58.9

の防火 クラブはある 35 6.9

図-8 自治会内に自主防災組織はありますか

N-143人 (複数回答)
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図-9 自主防災組織を結成した動機

N-272人 (複数回答)

からからないからうに■ざるー活動の他 ■- ■■■■ll■-

I l l

ll

‡註茸21

≡:11二4…;;

壬7.7妻≡

ー…≡≡ 5.9l

:;;2._6

I 】 I
芸安手;19.1きき三三だ:.

地唖か住民の参加が期待できないカ

必粗 さ認めているが､リーダーがいない

安全な地域であるため必動 i尤

必要阻さ認めているが行政からの要言如 くない

自主防淵 端折(あっても､災鮒 こ役立ちそ

なし切ヽ ら

自主防災組織を轄成するにTも 世帯如 く多す

防災l封〒政の仕事だから､自治会のとしての

は必要がない

0 10 20 30 40 50 60

(%)

図-10 自主防災組織がない理由

る｡あと,安全な地域であるため組織は必要

でないと答えた自治会が20%程度いる｡また,

自治会住民の自治会や自主防災組織の活動に

対する関心度を聞いてみたところ,40%の自

治会で活動に熱心な人がいることがわかっ

た｡ 1人か2人活動に熱心な人がいるという

自治会もあれば,自治会住民の1/3に相当す

る250人が熱心であると答える地域もあった｡

災害時,頼りになると思われる個人および

検閲について選んでもらったところ (表-

8),近隣,家族,消防団,自治会がそれぞ

れ半数以上の代表者で頼りにされている｡マ

スコミやボランティアを除けば,どの機関も

ある程度頼りなると思われているが,自主防

災組織は20%台に阜どまっている.やはり身

近に感じられる個人や棟関が頼りにされてい

ることがわかる｡阪神 ･淡路大震災で自主防

災組織が役立ち,頼りになると感じていたが,

自治会長には,それ程頼りになるとの認識は

なっかたようである｡

自主防災組織の結成や活動に対する行政の

対応として,｢自治会や自主防災組織の自主

性に任せるが,必要な情報を提供する｣,｢財

政的な援助を行う｣,｢防災マップや災害予想

図を配布する｣,｢活動のマニュアル提供する｣

がそれぞれ約50%に達しており,行政の対応

が強く求められている｡｢自治会や自主防災

組織の自主性に任せる｣は,10%程度である｡

この表-9の結果から,住民主体の自治会や

自主防災の自主性に任せるのと同時に行政か

らの支援を受け,住民と行政とが一体化した

組織運営づくりができるのを望む声が強い｡

また,行政に対する期待も大きいことがわか

る｡
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義-8 災害時,頼りになる十の割れる個人および機関

N-492人(複数回答)

1.近隣 324 65.9

2.家族 315 64.0

3.消防団 304 61.8

4.自治会 276 56.1

5.消随署 234 47.6

6.自衛隊 166 33.7

7.警察官 161 32.7

8.市役所 120 24.4

9.自主防災組織 114 23.2

10.ボランティア 73 14.8

ll.マスコミ 37 7.5

表-9 自主防災組織の結成や活動に対する行政の対応
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N-475人(複数回答)

項 目 人数(人) (%)

1.自治会や自主防災組織の自主性に任せるが,必要な情報を提供する 278 58.5

2.財政的な援助を行う 244 51.4

3.防災マップや災害予想図を配布する 236 49.7

4.活動のマニュアルを提供する 232 48.8

5.積極的に結成を呼びかける 220 46.3

6.防災訓練や避難訓練を呼びかける 201 42.3

7.自治会や自主防災組織の自主性に任せる 59 12.4

4.ま と め

今回のアンケー ト調査の結果をまとめると次のよう

になる｡

1.自治会活動に関する課題として高齢化による人材

不足や若者の活動に対する無関心などが挙げられて

いる｡地域コミュニティを形成するために,スポー

ツ大会などの行事を多 く取 り入れることが必要であ

ると思われる｡

2.過去に災害を受けている自治会でも,現在ではそ

の半数が災害に対し危険ではないと認識 している｡

この背景には防災施設の整備による過信や災害に対

する意識の風化が考えられる｡

3.避難訓練については,過去に一度も訓練を実施し

ていない自治会が90%近 くある｡災害を想定した避

難所の確認などの防災対策が必要である｡

4.自主防災組織の結成の動機には市役所の勧めが多

く,組織がない理由には住民の参加が期待できない

ことが挙げられている｡しかし,自主防災組織がな

い自治会でも自治会や自主防災組織の活動に熱心な

人はおり,行政の対応によっては自主防災組織の結

成は可能である｡

5.自主防災組織の結成や活動に対する行政の対応と

しで情報提供や財政的な援助をはじめ,多くの対応

が望まれていることから,住民のニーズに応え,こ

れを機会に積極的に全域的な結成を呼びかけること

が必要である｡また,長崎市や長崎県内の市町村で

は,風水害に対して自主防災組織が結成されている

ので,今後は地震に対 しても活動できるように見直

すことが重要である｡
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